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1. はじめに
わが国の公的年金制度は，平成１６(2004) 年改革によって大幅な制度変
更が加えられた（小平 (2013) 参照）。具体的には，負担では（１）保険料水
準固定方式の採用と（２）基礎年金国庫負担割合の２分の１への引き上げ，
給付面では（３）マクロ経済スライドによる水準調整と（４）給付水準の下
限設定，積立金について（５）永久均衡方式から有限均衡方式への変更が
決められた。前稿（小平 (2013)）では，制度改革の目的を紹介し内容を検
討した。また，この制度改革により，それまでの「財政再計算」に代えて
「財政検証」１）が５年毎に行われることになった。第１回目の財政検証は平
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成２１(2009)年に実施され，「少子高齢化が一層進むと言う人口前提の下で
さえも，マクロ経済スライド調整が平成５０(2038) 年度まで継続し，それ
以降の所得代替率は５０．１％で固定される」と言う結果が示された。
これは「公的年金制度は１００年安心」と言う政府の主張は破綻していな
いことを意味する。本稿の目的は，平成２１(2009) 年財政検証（厚生労働省
『平成２１ (2009) 年財政検証結果レポート』，平成２２ (2010) 年３月）を紹介し，
その経済前提（運用利回り，物価上昇率，賃金上昇率）と人口前提を吟味して
問題点を明らかにすることである。さらに，厚生労働省が公開している計
算プログラムを用いて，経済前提に関する長期的な見通しを財政検証より
も保守的に見積もった場合の年金財政の見通しのシミュレーションを行い，
政府の主張を批判的に検討する。
2. 財政検証と財政再計算の違い
平成１６(2004) 年改正で取り入れられた「財政検証」は，それ以前の「財
政再計算」と，公的年金制度の将来にわたる収支見通しを作成すると言う
点においては共通しているが，その役割については大きく異なる。
昭和２９(1954) 年改正により導入され，平成１６(2004) 年度まで８回実施
された財政再計算の主な目的は，将来の保険料（率）の水準を定めること
であった。つまり，人口推計や将来の経済の見通しの変化等を踏まえて，
現在の給付水準を維持すると仮定した場合には将来どの程度の水準の負担，
つまり保険料（率）が必要となるのかを５年に一度，算定することであっ
た。その上で必要であれば，給付と負担との関係も改定された。実際，過
去の再計算においては，負担の水準のみならず，給付水準に関しても見直
されてきた。
しかし，平成１６(2004) 年制度改正では，将来の保険料（率）の水準は
その現況及び財政均衡期間における見通し（「財政の現況及び見通し」）を作
成しなければならない（国民年金法第４条の３，厚生年金保険法第２条の４）。
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法律で定められた（保険料水準固定方式）ことから，財政検証の主な目的は，
直近の社会・経済状況を踏まえた収支見通しを作成することにより，マク
ロ経済スライドについて給付水準調整の終了年度を定める，もしくはその
見通しを作成することに代わった。つまり，保険料水準を固定した上での
給付の自動調整と言う現行の公的年金制度が持つ収支均衡の仕組みの中で，
将来の給付水準がどの程度調整されていくのかと言う見通しを示すことが，
その役割である。
従って，一定水準の給付費を維持したとしても収支が均衡することが見
通されるのであれば，その財政検証においては，「公的年金制度の仕組み
は現時点では適切に機能している」と判断され，特に給付と負担が見直さ
れることはない。しかし，５年後までに所得代替率を５０％（給付水準の下
限）未満に引き下げなければならない状況になっている場合には，「公的
年金制度は最早適切に機能しているとは言えない状況にある」と判断し，
給付水準調整を終了するかどうか検討すると共に，その結果に基づいて調
整期間の終了その他の措置を講じる。併せて，給付と負担の在り方も検討
して，所要の措置を講じることになる。
このように，従来の財政再計算はこれから先の給付と負担の水準を見直
し，特に将来の保険料（率）水準をその都度設定していくものであったの
に対して，財政検証は平成１６(2004) 年改正で定められた負担の水準と給
付の調整の仕組みが適切に機能しているかどうかを定期的に点検すると言
う役割の違いがある。
3. 財政検証の基本的考え方
平成２１(2009) 年財政検証結果の内容に入る前に，財政検証の基本的考
え方を復習しておこう。
年金制度の基本的な仕組みは，一定の期間にわたり保険料を拠出した者
が，一定の年齢に到達したり（老齢），障害の状態になったり，死亡した
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場合に，所定の年金を支給することである。これは，一種の保険制度であ
り，基本的な考え方や手法は，年金数理で用いられる確率論や統計学を基
礎としている。また，長期的な財政均衡を図るための制度運営の仕組みと
言う概念を基礎としている。ここでは「大数の法則」や「収支相等の原則」
等の公的年金にも用いられている年金数理の基本的な考え方を復習する。
3.1 大数の法則
大数の法則とは，確率論における法則の１つで，「標本を十分大きくと
れば，その事象の発生する経験的頻度は理論的確率に限りなく近付く」こ
とを主張する。この法則は，例えば，歪みや偏りのない硬貨を放り投げて
落ちた時，それが「表」２）である頻度は，放り投げる回数が少なければ
１
２
とはならないかも知れないけれども，回数を限りなく増やせば
１
２
に近付
いていくことを意味する。ただし，実際の発生頻度がその発生確率から大
きく外れることが少なくなると言うことであり，その発生確率に一致する
ことを保証するものではない。将来の発生確率を設定する際に，過去の実
績に基づく推定を行う場合，標本数が十分大きくなれば，算定された発生
確率の信頼度はそれだけ高まることを主張する。
年金制度は一種の保険制度であるが，保険と言う制度を成り立たせてい
くためには，一定数以上の者が集まって１つの集団を構成し，その中で互
いに助け合う形を取る必要がある。例えば，老齢年金については，年金を
受給する老後の期間の長さは個人毎に異なるが，老後期間の長い者には結
果的に大きな給付が支給され，老齢に達しない内に死亡した者には給付は
行われないと言う形で，集団内の助け合いが行われる。
このような保険制度を成り立たせ，適切に運営していくためには，老齢
年金をどの程度の期間受給するか，障害がどの程度発生するかと言った年
２） わが国では，鋳造年表示のある面が「裏」とされている。
成城・経済研究 第２００号 （２０１３年３月）
― ―１２６
金の受給権が発生する割合等を，ある程度の精度をもって予測可能でなけ
ればならない。そのためには集団の規模がある程度以上でなければならな
いが，その根拠となっているのがこの「大数の法則」である。
大数の法則は，被保険者や受給者といった年金制度の構成者について，
障害や死亡等の事象が発生する実際の割合は，その人数が多くなればなる
ほどその発生確率である一定の数値に近付くことを保証する。例えば，財
政再計算や財政検証では，新規に障害年金を受給する者の数は被保険者数
に障害者となる発生割合を乗じることにより見込んでいる（第５節参照）。
3.2 収支相等の原則
収支相等の原則とは，保険の制度を運営する際に，集団全体での保険料
収入や積立金の利息等の収入の合計が給付費等の支出と等しくなるように
制度設計されなければならないことを主張する。
留意すべき第１点は，ここでの収入や支出は確率論的な意味を持つこと
である。例えば，障害年金の給付費は，将来において障害状態が発生する
割合と障害年金の年金額の積として推計されるものであり，確率論におけ
る期待値に相当する。
第２点は，収支相等の原則は集団全体で考えるものであり，集団を構成
している個人毎に収支を均衡させる訳ではないことである。個人保険の場
合には，個人毎の収支の均衡を図るために，加入者の健康状態等に応じて
割増保険料を徴収することもあるが，公的年金の場合には，保険料は集団
全体で収支が均衡するように設定され，年齢，性別，健康状態等に関係な
く一律に適用される。
第３点は，年金制度は人の一生にわたる非常に長期の制度であることか
ら，通常の会計決算のように必ずしも単年度で収支相等の原則を考える訳
ではなく，仮令ある単年度に収支が均衡していなくとも，長期でみて収支
相等の原則が満たされるように運営していくことである。特に，年金制度
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には，制度発足当初は年金受給者は少なく，また１人当たり年金給付費も
少額であるが，ある程度の年数を経て，給付総額が一定の水準に近付いて
いく性質がある。このように年金受給者数や年金給付費が増大して，最終
的に到達する水準に近い状態になっていくことを「制度が成熟する」と言
うが，ある時点での収入と支出の規模の相対関係は，当該制度がどの程度
成熟しているかによって変わってくるため，収支相等の原則を長期的な期
間で考えることが重要である。現行の厚生年金・国民年金では，既に生ま
れている者が年金の受給を終える概ね１００年後までの期間を視野に入れて
収支相等の原則を考慮している（有限均衡方式）。
3.3 積立金の非負条件
積立金の非負条件は，年金制度を運営していく過程で，給付に対して積
立金が枯渇し年金の支払いに支障を来すような財政状況には，仮令一時的
でも陥ってはならないことを主張する。賦課方式を基本とした財政方式を
とっている現在の厚生年金・国民年金では，少子高齢化に伴う急激な保険
料上昇や給付の低下を回避するために，積立金を保有しており，積立金が
枯渇するような事態は一時的にも起こらないよう配慮されている。
ただし，平成１６(2004) 年制度改革によって，それまでの将来にわたる
全ての期間を考慮に入れて財政の均衡を考える永久均衡方式から，概ね
１００年間とされる財政均衡期間において年金財政の均衡を図る有限均衡方
式による財政運営に改められ，最終的には給付１年分の積立金を保有する
ことになった。
4. 平成２１(2009) 年財政検証の概要
平成２１(2009 )年財政検証と平成１６(2004) 年財政再計算との違いは，
（１） 人口前提を『日本の将来推計人口（平成１８(2006) 年１２月推計）』（国立
社会保障・人口問題研究所，平成１８(2006) 年１２月）に変更したこと，
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（２） 経済前提を足元の情勢に合わせて見直したこと，
の２点である。
財政検証（財政再計算も同じ）を行うには，人口や経済に関して基礎とな
るさまざまなデータが必要である（表４－１参照）。
人口に関するデータには，
（１） これまでの年金制度への加入状況や，年金受給者の実態である「基
礎数」と，
（２） それら被保険者や年金受給者の将来における年々の変化を推計する
ための前提条件である「基礎率」
の２種類がある（表４－２参照）。
前者の内，被保険者は平成１９(2007) 年度末における１／１００抽出統計，
受給者は全数統計を初期値として使用して推計される。
他方，後者には，被保険者や年金受給者等の人数が年々どのように変化
していくのかを推計するためのものや，障害年金受給者を障害等級別に区
分する場合のように，被保険者や年金受給者等の集団を，いくつかの集団
に区分するために用いられるもの等がある。また，被保険者の年齢に応じ
て標準報酬がどのように変化するのかを表わす率（標準報酬指数）もある。
これら基礎率は，被保険者や年金受給者等に関する統計資料に基づき，国
勢調査や生命表等の各種統計資料を参照しながら作成される。
一方，財政検証の経済データとしては，経済状態に対応した報酬の上昇
や物価スライド等を将来推計に織り込むために，賃金上昇率，物価上昇率，
運用利回りについて一定の前提を置く必要がある。これらが「経済前提」
である。平成２１(2009) 年財政検証では，経済前提として経済中位，経済
高位，経済低位の３つのケースを想定し，それぞれについて短期（平成２７
(2015) 年度以前）は内閣府「経済財政の中長期方針と１０年展望比較試算」
（平成２１(2009) 年１月）に，長期（平成２８(2016) 年度以降）は社会保障審議
会年金部会経済前提専門委員会の報告に基づいている（表４－３参照）。
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の
直
近
の
実
績
お
よ
び
各
種
統
計
資
料
等
を
用
い
て
設
定
国
民
年
金
お
よ
び
厚
生
年
金
の
直
近
の
実
績
お
よ
び
各
種
統
計
資
料
等
を
用
い
て
設
定
（
注
）
基
礎
率
は
、
被
保
険
者
数
、
年
金
受
給
者
数
が
今
後
ど
の
よ
う
に
変
化
し
て
い
く
の
か
を
推
計
す
る
た
め
の
仮
定
条
件
。
（
資
料
）
厚
生
労
働
省
年
金
局
数
理
課
『
平
成
２１
(20
09
) 年
財
政
検
証
結
果
レ
ポ
ー
ト
―
国
民
年
金
及
び
厚
生
年
金
に
係
る
財
政
の
現
況
及
び
見
通
し
―
」（
平
成
２２
年
３
月
）
第
４
－
２
－
１
表
と
、
同
『
厚
生
年
金
・
国
民
年
金
平
成
１６
（
２０
０４
）
年
財
政
再
計
算
結
果
』（
平
成
１７
年
３
月
）
第
３
－
２
－
２
表
に
基
づ
き
作
成
。
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表
４
－
２
：
人
口
，
労
働
力
に
関
す
る
前
提
１
．
合
計
特
殊
出
生
率
平
成
２１
(20
09
) 年
財
政
検
証
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
『
日
本
の
将
来
推
計
人
口
（
平
成
１８
年
１２
月
推
計
）』
平
成
１７
(20
05
) 年
（
実
績
）
平
成
６７
(20
55
) 年
１
．２
６
→
出
生
中
位
：
１
．２
６
出
生
高
位
：
１
．５
５
出
生
低
位
：
１
．０
６
平
成
１６
(20
04
) 年
財
政
再
計
算
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
『
日
本
の
将
来
推
計
人
口
（
平
成
１４
年
１
月
推
計
）』
「
中
位
推
計
」
平
成
１２
(20
00
) 年
（
実
績
）
平
成
６２
(20
50
) 年
１
．３
６
→
１
．３
９
２
．
平
均
寿
命
平
成
２１
(20
09
) 年
財
政
検
証
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
『
日
本
の
将
来
推
計
人
口
（
平
成
１８
年
１２
月
推
計
）』
平
成
１７
(20
05
) 年
（
実
績
）
平
成
６７
(20
55
) 年
男
：
７８
．５
３
年
→
死
亡
中
位
男
：
８３
．６
７
年
女
：
８５
．４
９
年
女
：
９０
．３
４
年
死
亡
低
位
男
：
８４
．９
３
年
女
：
９１
．５
１
年
死
亡
高
位
男
：
８２
．４
１
年
女
：
８９
．１
７
年
平
成
１６
(20
04
) 年
財
政
再
計
算
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
平
成
１２
(20
00
) 年
（
実
績
）
平
成
６２
(20
50
) 年
男
：
７７
．６
４
年
→
男
：
８０
．９
５
年
女
：
８４
．６
２
年
→
女
：
８９
．２
２
年
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『
日
本
の
将
来
推
計
人
口
（
平
成
１４
年
１
月
推
計
）』
「
中
位
推
計
」
３
．
労
働
力
率
平
成
２１
(20
09
) 年
財
政
検
証
平
成
４２
(20
30
) 年
ま
で
労
働
政
策
・
研
修
機
構
『
労
働
力
需
給
の
推
計
（
平
成
２０
年
３
月
）』
「
労
働
市
場
へ
の
参
加
が
進
む
ケ
ー
ス
」
平
成
４３
(20
31
) 年
以
降
平
成
４２
(20
30
) 年
の
数
値
で
一
定
平
成
１８
(20
06
) 年
（
実
績
）
平
成
４２
(20
30
) 年
男
性
６０
－
６４
歳
：
７０
．９
％
→
９６
．９
０
％
女
性
有
配
偶
３０
－
３４
歳
：
４７
．７
％
６５
．６
０
％
女
性
無
配
偶
他
３０
－
３４
歳
：
９０
．１
％
９６
．１
０
％
平
成
１６
(20
04
) 年
財
政
再
計
算
平
成
３７
(20
25
) 年
ま
で
厚
生
労
働
省
職
業
安
定
局
『
労
働
力
率
の
見
通
し
（
平
成
１４
年
７
月
）』
平
成
３８
(20
26
) 年
以
降
平
成
３７
(20
25
) 年
の
数
値
で
一
定
平
成
１３
(20
01
) 年
（
実
績
）
平
成
３７
(20
25
) 年
男
性
６０
－
６４
歳
：
７２
．０
％
→
８５
．０
０
％
女
性
３０
－
３４
歳
：
５８
．８
％
６５
．０
０
％
（
資
料
）
厚
生
労
働
省
年
金
局
数
理
課
『
平
成
２１
(20
09
) 年
財
政
検
証
結
果
レ
ポ
ー
ト
―
国
民
年
金
及
び
厚
生
年
金
に
係
る
財
政
の
現
況
及
び
見
通
し
―
」（
平
成
２２
年
３
月
）
第
１
－
２
－
１
表
，
第
１
－
２
－
２
表
と
，
同
『
厚
生
年
金
・
国
民
年
金
平
成
１６
(20
04
) 年
財
政
再
計
算
結
果
』（
平
成
１７
年
３
月
）
第
１
－
２
－
１
表
，
第
１
－
２
－
２
表
に
基
づ
き
作
成
。
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平成２１(2009) 年度時点の所得代替率は６２．３％であるが，加入世代の一
定の負担の範囲内で給付水準を自動調整するマクロ経済スライド調整によ
り，今後下落していくことが見込まれている。人口前提として，前回の平
成１６(2004) 年の財政再計算時と比較して少子高齢化が一層進むとの見通
しが示された『日本の将来推計人口（平成１８(2006) 年１２月推計）』を用い
たにも関わらず，平成２１(2009) 年財政検証の財政検証の基本ケース（出
生中位―死亡中位，経済中位）では，それを反映させてもなお，マクロ経済
スライド調整が平成５０(2038) 年度まで継続し，それ以降の所得代替率は
５０．１％で固定されると言う結果が示された。
表４－３：経済前提の参照資料
平成２１(2009) 年財政検証
（１）足下の経済前提（平成２７(2015) 年度以前）
内閣府
『経済財政の中長期方針と１０年展望比較試算』（平成２１(2009) 年１月）
経済中位ケースは「２０１０年世界経済順調回復シナリオ」（ケース１－１－１），経済高位
ケースは「２０１０年世界経済急回復シナリオ」（ケース１－１－２），経済低位ケースは「経
済経済底ばい継続シナリオ」（ケース１－１－３）に準拠して設定。
（２）長期の経済前提（平成２８(2016) 年度以降）
社会保障審議会年金部会経済前提専門委員会
『平成２１年度財政検証における経済前提の範囲について（検討結果の報告）』（平成
２０(2008) 年１１月１２日）
報告された範囲の中央値を設定。
平成１６(2004) 年財政再計算
（１）足下の経済前提（平成２０(2008) 年度以前）
内閣府
『改革と展望―２００３年度改訂』
（２）長期の経済前提（平成２１(2009) 年度以降）
社会保障審議会年金部会年金資産運用分科会
内閣府
『平成１３年度年次経済財政報告』「構造改革の実行を前提とした日本経済の生産性
上昇の見込み」
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これは，給付水準の下限として所得代替率５０％を設定した上で，マク
ロ経済スライド調整を導入した平成１６(2004) 年制度改革により，「公的年
金制度は１００年安心」と言う政府の主張は破綻していないことを意味する。
しかし，年金財政の維持可能性に関する結論の妥当性は，運用利回りに対
する中長期的な見通しや物価上昇率・賃金上昇率の短期的な見通しにより
左右されるから，この結果には幾つかの留保条件が付く（表４－４参照）。
所得代替率には５０％と言う「下限」が設定されている。すなわち，次
回の財政検証までの間に所得代替率が５０％を下回ることとなる見込みと
なった時点において，マクロ経済スライド調整の終了について検討を行い，
その結果に基づいて調整期間の終了その他の措置を講ずることとしており，
併せて，給付と負担の在り方についての検討を行い所要の措置を講ずるこ
表４－４：過去の財政再計算における経済前提
実施年度 物価上昇率
％
名目賃金上昇率
％
名目運用利回り
％
昭和４８年度 (1973) ５．０ １３．０（昭和４８(1973)－５２(1977)年度）
１０．０（昭和５３(1978)－５７(1982)年度）
８．０（昭和５８(1983)－６２(1987)年度）
７．０（昭和６３(1988)年度以降）
６．２
５１(1976) ５．０ １０．０（昭和５１(1976)－５５(1980)年度）
８．０（昭和５６(1981)－６０(1985)年度）
６．０（昭和６１(1986)年度以降）
６．５（昭和５１(1976)－５５(1980)年度）
６．２（昭和５６(1981)－６０(1985)年度）
６．０（昭和６１(1986)年度以降）
５５(1980) ５．０ ７．０ ６．０
５９(1984) ３．０ ８．０ ７．０
平成元 (1988) ２．０ ４．１ ５．５
６(1994) ２．０ ４．０ ５．５
１１(1999) １．５ ２．５ ４．０
１６(2004) ―０．３
―０．２
０．５
１．２
１．６
１．９
１．０
０．０（平成１５(2003)年度）
０．６（平成１６(2004)年度）
１．３（平成１７(2005)年度）
２．０（平成１８(2006)年度）
２．３（平成１９(2007)年度）
２．７（平成２０(2008)年度）
２．１（平成２１(2009)年度以降）
０．８（平成１５(2003)年度）
０．９（平成１６(2004)年度）
１．６（平成１７(2005)年度）
２．３（平成１８(2006)年度）
２．６（平成１９(2007)年度）
３．０（平成２０(2008)年度）
３．２（平成２１(2009)年度以降）
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ととされている。財政検証は５年毎に行われるので，財政検証時点を起点
として５年以内に所得代替率が５０％を下回ることが見込まれる場合には，
法律を文言通りに解釈すれば何らかの年金制度改正が必要となる。
つまり，所得代替率５０％が現行の年金制度の持続可能性の１つの目安
となっており，平成２１(2009) 年財政検証で基本ケースにおける最終的な
所得代替率がこの水準を辛うじて上回ったと言うことは，年金制度を今後
改正しなくても，年金財政の持続可能性が一応維持されることを意味する。
尤も，この基本ケースにおける最終的な所得代替率５０．１％は，あくまで
人口や経済情勢に関する一定の前提の下で実現するものであり，それらの
妥当性が担保されなければ，年金財政が持続可能であるとは言えない。そ
の意味で，人口前提や経済前提の妥当性を吟味することが必要である。
実際には，平成２１(2009) 年度時点での所得代替率は，平成１６(2004) 年
時点の５９．３％から３ポイント上昇している。平成１６(2004) 年財政再計算
の基本ケースでは，所得代替率は平成２１(2009) 年度時点には５９．３％から
１－２ポイント程度下落すると見込んでいたが，実績では逆に所得代替率
が上昇している。これは，賃金上昇率の低迷とデフレ傾向によるものと説
明されているが，その結果としてマクロ経済スライドによる調整終了年度
も平成３５(2023) 年度（「平成１６ (2004) 年財政再計算」）から平成５０(2038) 年
度（「平成２１(2009) 年財政検証」）に１５年間遅くなっている。なお，平成２１
(2009) 年財政検証では，基本ケース以外に経済前提をより保守的に見積も
った場合（経済低位ケース）と，より楽観的に見積もった場合（経済高位ケ
ース）における年金財政見通しも示されているが，最終的な所得代替率は
経済低位ケースでは４７．１％と基本ケースよりも３ポイント低くなり，経
済高位ケースでは５０．８％と０．７ポイント高くなる。
平成２１(2009) 年財政検証の初期データのうち，人口想定は『日本の将
来推計人口（平成１８(2006) 年１月推計）』に基づいており，平成１６(2004)
年財政再計算の人口想定（『日本の将来推計人口（平成１４(2002) 年１月推計）』）
成城・経済研究 第２００号 （２０１３年３月）
― ―１３６
よりも保守的になっている。しかし，平成２２(2010) 年国勢調査に基づく
最新の人口見通し（『日本の将来推計人口（平成２４(2012) 年１月推計）』）では，
一層の人口減少と更なる高齢化の進展が明らかになった。第６節では，よ
り保守的な人口想定に基づいて年金財政の持続可能性を検討する。
人口前提に比べると，財政検証の経済前提は，民間調査機関の見通し等
と比較しても，年金財政にとって過度に楽観的である。次の第５節で，経
済前提の妥当性を検討する。
5. 経済前提の妥当性
平成２１(2009) 年財政検証では，物価上昇率，賃金上昇率，運用利回り
の３つの要素から構成される経済前提として，経済中位，経済高位，経済
低位の３つのケースを想定している。この妥当性を検討するために，経済
前提の経済中位，経済低位の２つのケースと，前回平成１６(2004) 年の財
政再計算の経済前提（基本ケース）を比較する。また，日本経済研究セン
ター（以下「日経センター」と言う）の中期予測も参照しよう（表５－１参照）。
物価上昇率（消費者物価指数）の実績値と平成１６(2004) 年財政再計算の
想定値を比較すると，平成１７(2005)－２０(2008) 年の全ての年で，実績値
は想定値を下回っている。次に，見通し期間についてみると，経済低位ケ
ースは短期的には日経センター予測を下回るものの，それ以外は全て経済
前提が日経センター予測を上回っている。なお，経済高位ケースでも，平
成２８(2016) 年度以降の物価上昇率を１％とおいている。
賃金上昇率については，実績は名目賃金指数，各経済前提は名目手取り
賃金変動率，日経センター予測は１人当たり雇用者報酬とそれぞれ表して
いるものが違うが，概念的には大きな差はない。ここでも，やはり実績値
が平成１６(2004) 年財政再計算の想定値を下回っている。また，平成２１
(2009) 年財政検証では，賃金上昇率が日経センターの予測値よりもかなり
高めに設定されている。
平成２１(2009) 年財政検証の概要と評価
― ―１３７
表
５
－
１
：
経
済
前
提
の
比
較
平
成
２１
(20
09
) 年
財
政
検
証
足
下
の
経
済
前
提
長
期
の
経
済
前
提
平
成
２１
年
度
(20
09
)
２２
年
度
(20
10
)
２３
年
度
(20
11
)
２４
年
度
(20
12
)
２５
年
度
(20
13
)
２６
年
度
(20
14
)
２７
年
度
(20
15
)
２８
年
度
(20
16
)
２９
年
度
(20
17
)
３０
年
度
(20
18
)
３１
年
度
(20
19
)
３２
年
度
以
降
(20
20
)
経
済
中
位
ケ
ー
ス
物
価
上
昇
率
名
目
賃
金
上
昇
率
名
目
運
用
利
回
り
―０
．４
０
．１
１
．５
０
．２
３
．４
１
．８
１
．４
２
．７
１
．９
１
．５
２
．８
２
．０
１
．８
２
．６
２
．２
２
．２
２
．７
２
．６
２
．５
２
．８
２
．９
１
．０
２
．５
３
．４
１
．０
２
．５
３
．６
１
．０
２
．５
３
．９
１
．０
２
．５
４
．０
１
．０
２
．５
４
．１
経
済
高
位
ケ
ー
ス
物
価
上
昇
率
名
目
賃
金
上
昇
率
名
目
運
用
利
回
り
―０
．４
０
．１
１
．５
０
．３
４
．３
２
．０
１
．８
３
．２
２
．２
１
．９
３
．２
２
．５
２
．１
２
．９
２
．８
２
．５
３
．０
３
．４
２
．８
３
．１
３
．９
１
．０
２
．９
４
．０
１
．０
２
．９
４
．２
１
．０
２
．９
４
．２
１
．０
２
．９
４
．２
１
．０
２
．９
４
．２
経
済
低
位
ケ
ー
ス
物
価
上
昇
率
名
目
賃
金
上
昇
率
名
目
運
用
利
回
り
―０
．６
―０
．６
１
．５
―０
．３
１
．７
１
．７
―０
．４
１
．３
１
．７
―０
．４
１
．５
１
．７
―０
．１
１
．４
１
．８
０
．４
１
．６
１
．９
０
．８
１
．６
２
．０
１
．０
２
．１
２
．８
１
．０
２
．１
３
．１
１
．０
２
．１
３
．４
１
．０
２
．１
３
．７
１
．０
２
．１
３
．９
平
成
１６
(20
0 4
) 年
財
再
計
算
足
下
の
経
済
前
提
長
期
の
経
済
前
提
平
成
１５
年
度
(20
03
)
１６
年
度
(20
04
)
１７
年
度
(20
05
)
１８
年
度
(20
06
)
１９
年
度
(20
07
)
２０
年
度
(20
08
)
２１
年
度
以
降
(20
09
)
物
価
上
昇
率
名
目
賃
金
上
昇
率
名
目
運
用
利
回
り
―０
．３
０
．０
０
．８
―０
．２
０
．６
０
．９
０
．５
１
．３
１
．６
１
．２
２
．０
２
．３
１
．６
２
．３
２
．６
１
．９
２
．７
３
．０
１
．０
２
．１
３
．２
（
資
料
）
厚
生
労
働
省
年
金
局
数
理
課
『
平
成
２１
(20
09
)年
財
政
検
証
結
果
レ
ポ
ー
ト
―
国
民
年
金
及
び
厚
生
年
金
に
係
る
財
政
の
現
況
及
び
見
通
し
―
」（
平
成
２２
年
３
月
）
第
１
―２
―３
表
，
第
３
―４
―２
９
表
と
，
同
『
厚
生
年
金
・
国
民
年
金
平
成
１６
(20
04
)年
財
政
再
計
算
結
果
』（
平
成
１７
年
３
月
）
第
１
―２
―３
表
，
第
１
―２
―２
表
に
基
づ
き
作
成
。
成城・経済研究 第２００号 （２０１３年３月）
― ―１３８
最後に，積立金の運用利回りについて，平成２１(2009) 年財政検証は，
名目運用利回りは物価上昇率と実質長期金利と分散投資効果（０．４％と見込
まれる）からなると説明している。日経センターの長期金利の予測値は１０
年物国債金利であるので，運用利回りの見込み値は，先験的に分散投資効
果の分だけ日経センターの長期金利の予測値よりも高くなる。
見通し期間における運用利回りと長期金利の予測値を見ると，平成２１
(2009) 年財政検証では，経済中位，経済低位の別を問わず他よりも高い金
利水準を見込んでいる。すなわち，平成２１(2009) 年財政検証は，長期（平
成３２(2020) 年以降）金利水準を，経済中位で４．１％，経済低位で３．９％と
想定しているのに対して，日経センターは平成３２(2020) 年で２．６％，平
成１６(2004) 年財政再計算の基本ケースは平成２４(2012) 年以降で３．２％と
予測している。日経センターの予測では物価上昇率が低めであること，分
散投資効果（０．４％）の差は先験的に存在することを考慮しても，平成２１
(2009) 年財政検証の運用利回りの見込み値はかなり高いと言わざるを得な
い。
平成２１(2009) 年財政検証の運用利回りの設定方法自体は，平成１６
(2004) 年財政再計算とほぼ同じであるが，その基礎となる数値が異なるた
め，両者には０．９ポイントの差がある。平成２１(2009) 年財政検証におい
て，人口想定がより保守的であり，かつ足元の所得代替率は上昇している
にも関わらず，平成１６(2004) 年財政再計算並みの最終所得代替率を維持
しているのは，この０．９ポイントの差によるところが大きい。
5.1 運用利回り低下の影響
わが国では，バブル経済が崩壊した後，「失われた１０年」「失われた２０
年」が過ぎ，超低金利が続く一方で，物価低迷が続いており，デフレ脱却
が大きな政策課題となっている。本節では，運用利回りの見込みをより保
守的に（現実的に）変更した場合の年金財政への影響をシミュレーション
平成２１(2009) 年財政検証の概要と評価
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国民年金
表５－２：年金財政の見通し，基準ケース（運用利回り４．１％）
人口想定： 短期（２０１９年まで）の経済想定： 長期（２０２０年以降）の経済想定：
出生中位 物価上昇率 中位ケースと同じ 物価上昇率 １．０％
死亡中位 賃金上昇率 中位ケースと同じ 賃金上昇率 ２．５％
運用利回り 中位ケースと同じ 運用利回り ４．１％
厚生年金
マクロ経済スライド調整終了年度 ２０３８年度
最終的な所得代替率 ５０．１％
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国民年金
表５－３：年金財政の見通し，運用利回り３．８％ケース
人口想定： 短期（２０１９年まで）の経済想定： 長期（２０２０年以降）の経済想定：
出生中位 物価上昇率 中位ケースと同じ 物価上昇率 １．０％
死亡中位 賃金上昇率 中位ケースと同じ 賃金上昇率 ２．５％
運用利回り 中位ケースと同じ 運用利回り ３．８％
厚生年金
マクロ経済スライド調整終了年度 ２０３９年度
最終的な所得代替率 ４８．９％
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国民年金
表５－４：年金財政の見通し，運用利回り３．５％ケース
人口想定： 短期（２０１９年まで）の経済想定： 長期（２０２０年以降）の経済想定：
出生中位 物価上昇率 中位ケースと同じ 物価上昇率 １．０％
死亡中位 賃金上昇率 中位ケースと同じ 賃金上昇率 ２．５％
運用利回り 中位ケースと同じ 運用利回り ３．５％
厚生年金
マクロ経済スライド調整終了年度 ２０４１年度
最終的な所得代替率 ４７．６％
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国民年金
表５－５：年金財政の見通し，運用利回り３．２％ケース
人口想定： 短期（２０１９年まで）の経済想定： 長期（２０２０年以降）の経済想定：
出生中位 物価上昇率 中位ケースと同じ 物価上昇率 １．０％
死亡中位 賃金上昇率 中位ケースと同じ 賃金上昇率 ２．５％
運用利回り 中位ケースと同じ 運用利回り ３．２％
厚生年金
マクロ経済スライド調整終了年度 ２０４３年度
最終的な所得代替率 ４６．４％
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国民年金
表５－６：年金財政の見通し，運用利回り２．９％ケース
人口想定： 短期（２０１９年まで）の経済想定： 長期（２０２０年以降）の経済想定：
出生中位 物価上昇率 中位ケースと同じ 物価上昇率 １．０％
死亡中位 賃金上昇率 中位ケースと同じ 賃金上昇率 ２．５％
運用利回り 中位ケースと同じ 運用利回り ２．９％
厚生年金
マクロ経済スライド調整終了年度 ２０４４年度
最終的な所得代替率 ４５．２％
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分析する。
平成２１(2009) 年財政検証の経済中位ケースでは長期（平成３２(2020) 年
度以降）の運用利回りを４．１％（表５－２）に設定している。これと比較する
ために，長期の運用利回りがより低いケースとして，ここでは３．８％（表
５－３），３．５％（表５－４），３．２％（表５－５），２．９％（表５－６）の４通りを設定
してシミュレーションを行う。ただし，賃金上昇率と物価上昇率ついては
基準ケースと同一とし，また人口想定については，全てのケースにおいて
出生中位―死亡中位を仮定する。
所得代替率の推移を見ると，見込まれる運用利回りが低下すると，マク
ロ経済スライド調整の適用最終年度が遅くなり，最終的な所得代替率も低
下する。平成１６(2004) 年財政再計算並みの運用利回り３．２％を想定する
と，最終的な所得代替率は４６．４％（平成５３(2041) 年度以降）である。
また，運用利回りの下落と最終的な所得代替率はおおよそ比例する関係
にあり，運用利回りの０．１ポイント下落につき，最終的な所得代替率は
０．４２ポイント下落する。このように，運用利回りが所得代替率に及ぼす
影響は大きいとは一概には言えないが，運用利回りの低下は最終的な所得
代替率を低下させる。
5.2 物価上昇率・賃金上昇率低迷の影響
前小節では長期の運用利回りが低下する場合を検討したが，本小節では
短期の賃金水準や物価水準が低迷する場合を検討する。賃金水準や物価水
準が低下する場合には，賃金や物価に応じて年金給付額は減額されるが，
マクロ経済スライドによる給付水準調整は行われない。反対に，賃金水準
や物価水準が上昇した場合でも，スライド調整率を機械的に下げると年金
の改定率がマイナスとなる場合には，年金の名目額は引き下げられない。
従って，賃金や物価の上昇率が低い場合には，所得代替率の低下も抑えら
れる。このように，給付水準の調整に影響すると言う意味で，賃金上昇率，
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物価上昇率は年金財政にとって重要な要因である。本小節では物価上昇率
や賃金上昇率が短期的に低迷した場合に年金財政にどのような影響が出る
かを検討する。
先ず，物価上昇率が短期的に低迷した場合についてシミュレーションを
行う。物価上昇率は平成６(1994) 年以降，エネルギー価格（原油価格）上
昇等の特殊要因のあった平成２０(2008) 年を除いて，プラスであるが１．０％
を大きく下回っている。平成２１(2009) 年財政検証の経済前提では，経済
中位ケースで平成２３(2011) 年，経済低位ケースで平成２７(2015) 年頃に足
下のデフレ傾向を脱却し，物価上昇率が１％前後に回復すると想定してい
る。
しかし，わが国のデフレ傾向は長期にわたっており（「失われた２０年」），
早期のデフレ脱却はなかなか望めない３）。日経センターの中期予測でも，
物価上昇率の変化は非常に緩慢である。そこで先ず，平成２２(2010) 年度
から平成３１(2019) 年度の期間で物価上昇率が，０．６％（表５－７），０．２％（表
５－８），０．０％（表５－９）であった場合の年金財政を検討する。なお，この
期間の実質賃金上昇率，実質運用利回りおよび平成３２(2020) 年度以降の
各想定値は経済中位ケースに等しいと仮定する。また，人口想定について
は，全てのケースにおいて出生中位―死亡中位を仮定する。
シミュレーション結果は，前節の運用利回り低下ケースと良く似ている。
年金給付額のスライド改定率が０であっても，分母の賃金が上昇していれ
ば，所得代替率＝
厚生年金の標準的な年金額（６５歳時点）
現役世代（男子）の平均手取り収入額（ボーナス込み）
は下落する。すなわち，名目の年金額自体が一緒でも，賃金が上昇すれば，
所得代替率は下落する。尤も，物価上昇率が０に近いと，既に年金を受給
３） 平成２４(2012) 年１２月の総選挙で政権交代を果たした自民党・公明党の連
立政権はデフレ脱却を主要な政策の１つに掲げた。また，それ受けて，日本
銀行は２％のインフレ目標を設定した。
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国民年金
表５－７：年金財政の見通し，物価上昇率０．６％ケース
人口想定： 短期（２０１９年まで）の経済想定： 長期（２０２０年以降）の経済想定：
出生中位 物価上昇率 ０．６％ 物価上昇率 中位ケースと同じ
死亡中位 賃金上昇率 中位ケースと同じ 賃金上昇率 中位ケースと同じ
運用利回り 中位ケースと同じ 運用利回り 中位ケースと同じ
厚生年金
マクロ経済スライド調整終了年度 ２０３９年度
最終的な所得代替率 ４９．４％
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国民年金
表５－８：年金財政の見通し，物価上昇率０．２％ケース
人口想定： 短期（２０１９年まで）の経済想定： 長期（２０２０年以降）の経済想定：
出生中位 物価上昇率 ０．２６％ 物価上昇率 中位ケースと同じ
死亡中位 賃金上昇率 中位ケースと同じ 賃金上昇率 中位ケースと同じ
運用利回り 中位ケースと同じ 運用利回り 中位ケースと同じ
厚生年金
マクロ経済スライド調整終了年度 ２０４２年度
最終的な所得代替率 ４８．０％
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国民年金
表５－９：年金財政の見通し，物価上昇率０．０％ケース
人口想定： 短期（２０１９年まで）の経済想定： 長期（２０２０年以降）の経済想定：
出生中位 物価上昇率 ０．０％ 物価上昇率 中位ケースと同じ
死亡中位 賃金上昇率 中位ケースと同じ 賃金上昇率 中位ケースと同じ
運用利回り 中位ケースと同じ 運用利回り 中位ケースと同じ
厚生年金
マクロ経済スライド調整終了年度 ２０４４年度
最終的な所得代替率 ４７．０％
平成２１(2009) 年財政検証の概要と評価
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している人に対するマクロ経済スライドの調整が抑制されるため，年金の
給付総額は相対的に大きくなり，その結果，マクロ経済スライド調整の適
用最終年度が遅れて，最終的な所得代替率も下落する。
しかし，実際にはバブル経済崩壊以後，名目賃金上昇率も物価上昇率同
様に低迷している。名目賃金は平成１１(1998) 年以降１．０％以上の上昇率
を示したことがなく，しかもこの期間の平均上昇率はマイナスであった。
物価との関係でも，実質賃金上昇率は常に０％前後であった。日経センタ
ーの中期予測は，今後名目賃金の緩やかな上昇を見込んでいるが，その上
昇率は平成２１(2009) 年財政検証の経済低位ケースに及ばない。「いざなぎ
越え」と呼ばれた平成１４(2002) 年度から平成１９(2007) 年度までの好景気
でも，賃金にまではその恩恵は波及していない。更に，わが国だけではな
く世界全体が，平成２０(2008) 年９月１５日のアメリカの投資銀行リーマ
ン・ブラザーズの経営破綻に端を発する世界同時不況（「１００年に１度の経
済危機」）から抜け出せずにいるので，賃金上昇率の早期回復は望めない。
そこで最後に，このような物価と賃金を巡る厳しい状況を反映させたケ
ースとして，平成２２(2010) 年度から平成３１(2019) 年度の期間の物価上昇
率，賃金上昇率が共に０．８％（表５－１０），０．４％（表５－１１），０．２％（表５－
１２），０．０％（表５－１３）である場合の年金財政を検討する。実質運用利回り
および平成３２(2020) 年度以降の各想定値は経済中位ケースと同様におく。
なお，人口想定については，全てのケースにおいて出生中位―死亡中位を
仮定する。
物価上昇率・賃金上昇率が所得代替率に及ぼす影響は，物価のみの影響
と比較すると相当大きい。物価上昇率・賃金上昇率が０．８％程度を確保出
来ていれば，それほど影響はないが，０．４％程度しかないと，マクロ経済
スライドによる調整が殆ど効かなくなり，所得代替率がなかなか下がらな
い状況が続く。年金の給付水準が足元で抑制出来ない結果として，マクロ
経済スライドの調整最終年度が大幅に遅れて，最終的な所得代替率も大き
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国民年金
表５－１０：年金財政の見通し，物価上昇率・賃金上昇率０．８％ケース
人口想定： 短期（２０１９年まで）の経済想定： 長期（２０２０年以降）の経済想定：
出生中位 物価上昇率 ０．８％ 物価上昇率 中位ケースと同じ
死亡中位 賃金上昇率 ０．８％ 賃金上昇率 中位ケースと同じ
運用利回り 中位ケースと同じ 運用利回り 中位ケースと同じ
厚生年金
マクロ経済スライド調整終了年度 ２０４５年度
最終的な所得代替率 ４７．２％
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国民年金
表５－１１：年金財政の見通し，物価上昇率・賃金上昇率０．４％ケース
人口想定： 短期（２０１９年まで）の経済想定： 長期（２０２０年以降）の経済想定：
出生中位 物価上昇率 ０．４％ 物価上昇率 中位ケースと同じ
死亡中位 賃金上昇率 ０．４％ 賃金上昇率 中位ケースと同じ
運用利回り 中位ケースと同じ 運用利回り 中位ケースと同じ
厚生年金
マクロ経済スライド調整終了年度 ２０５２年度
最終的な所得代替率 ４４．１％
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表５－１２：年金財政の見通し，物価上昇率・賃金上昇率０．２％ケース
人口想定： 短期（２０１９年まで）の経済想定： 長期（２０２０年以降）の経済想定：
出生中位 物価上昇率 ０．２％ 物価上昇率 中位ケースと同じ
死亡中位 賃金上昇率 ０．２％ 賃金上昇率 中位ケースと同じ
運用利回り 中位ケースと同じ 運用利回り 中位ケースと同じ
厚生年金
マクロ経済スライド調整終了年度 ２０５８年度
最終的な所得代替率 ４１．６％
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国民年金
表５－１３：年金財政の見通し，物価上昇率・賃金上昇率０．０％ケース
人口想定： 短期（２０１９年まで）の経済想定： 長期（２０２０年以降）の経済想定：
出生中位 物価上昇率 ０．０％ 物価上昇率 中位ケースと同じ
死亡中位 賃金上昇率 ０．０％ 賃金上昇率 中位ケースと同じ
運用利回り 中位ケースと同じ 運用利回り 中位ケースと同じ
厚生年金
マクロ経済スライド調整終了年度 ２０６３年度
最終的な所得代替率 ３８．９％
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く低下する。平成３２(2020) 年頃まで給付水準が下げられないことは，そ
れまでに年金給付を受ける世代にとっては有利であるが，同時に現役世代
の負担余力が失われることを意味する。結果として，平成３２(2020) 年以
降おける現役世代と引退世代の格差が拡大する。
以上より，近年の物価上昇率・賃金上昇率の伸び率の低さは，年金財政
に悪影響を与えると結論される。
6. 高齢化の一層の進展
平成２１(2009) 年財政検証の人口前提は，『日本の将来推計人口（平成１８
年１２月推計）』に基づいていた。その後，平成２２(2010) 年国勢調査の『人
口等基本集計結果』（確定数）が平成２３(2011) 年１０月２６日に公表された。
それによると，平成２２(2010) 年１０月１日現在のわが国の確定した人口は
１億２，８０５万７，３５２人であったことに加えて，以下も明らかになった。
（１） 平成１７(2005) 年からの人口増加率は０．２％増（年平均０．０５％増）と，
横這いであり，国勢調査開始（大正９(1920) 年）以来最低の人口増加率
となった。５年毎の人口増減率の推移では，昭和２０(1945) 年－２５(1950)
年はいわゆる第１次ベビーブームにより１５．３％と高い増加率であった
が，その後は出生率の低下に伴って増加幅が縮小し，昭和３０(1955) 年
－３５(1960) 年には４．７％となった。昭和４５(1970) 年－５０(1975) 年には
第２次ベビーブームにより，７．０％と増加幅が拡大したものの，昭和５０
(1975) 年－５５(1980) 年には４．６％と再び縮小に転じていた。
（２） 男女別にみると，男性が６，２３２万７，７３７人（総人口の４８．７％），女性
が６，５７２万９，６１５人（同５１．３％）であった。
（３） 年齢３区分別にみると，１５歳未満人口は１，６８０万３千人（平成１７
(2005) 年に比べて４．１％減），１５－６４歳人口は８，１０３万２千人（同３．６％
減），６５歳以上人口は２，９２４万６千人（１３．９％増）であった。
（４） 総人口に占める割合は，１５歳未満人口は１３．８％から１３．２％（調査
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開始以来最低）に低下し，１５－６４歳人口は６６．１％から６３．８％に低下し
たのに対して，６５歳以上人口は２０．２％から２３．０％（調査開始以来最高）
に上昇した。
（５） 総人口に占める６５歳以上人口の割合（平成２２(2010) 年は２３．０％）の
推移をみると，昭和２５(1950) 年以前は５％前後で推移していたが，そ
の後は上昇が続き，昭和６０(1985) 年には１０％を，平成１７(2005) 年に
は２０％を超え，次第に上昇幅が拡大している。諸外国と比べても，わ
が国はドイツおよびイタリア（共に２０．４％）を上回り，世界で最も高い
水準となっている。
国立社会保障・人口問題研究所は，平成２２(2010)年国勢調査の確定数
を出発点とする新たな全国将来人口推計を行い，その結果を『日本の将来
推計人口（平成２４年１月推計）』として，平成２４(2012) 年１月に公表した。
「平成２４年１月推計」では，将来の出生推移・死亡推移についてそれぞれ
中位，高位，低位の３仮定を設け，それらの組み合せにより９通りのケー
スを想定している（表６－１参照）。
平成２４年１月推計は，平成２１(2009) 年財政検証の人口前提とされた
『日本の将来推計人口（平成１８年１２月推計）』に比べて，一層の人口減少と
更なる人口高齢化の進展を示している。例えば，中心的なケースと考えら
れる出生中位・死亡中位では，合計特殊出生率が平成２２(2010)年１．３９か
ら途中平成３６(2024) 年に最低値１．３３を経て，長期的には１．３５に収束す
るのに対して，平均寿命は平成２２(2010)年男性７９．６４年，女性８６．３９年
から伸長し，平成７２(2060) 年に男性８４．１９年，女性９０．９３年に到達する
と想定されている。
平成２４年１月推計の推計結果は，以下のようにまとめられる。
（１） 総人口（外国人を含む総人口）は，長期の人口減少過程に入り，出生
中位・死亡中位では，平成２２(2010)年の１億２，８０６万人（国勢調査の確
定数）から平成４２(2030)年の１億１，６６２万人を経て，平成６０(2048)年
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表６－１：将来推計人口の比較
平成２４年１月推計 (2012) 平成１８年１２月推計 (2006)
出生中位 出生高位 出生低位 出生中位 出生高位 出生低位
合計特殊出生率 平成１７(2005)
平成２２(2010)
平成４２(2030)
平成６２(2050)
平成６７(2055)
平成７２(2060)
１．３８７３
１．３３７３
１．３５０９
１．３５０８
１．３５０７
１．３８７３
１．５９３９
１．５９５５
１．５９７５
１．５９８４
１．３８７３
１．１０５３
１．１２４５
１．１２２７
１．１２１９
１．２６０１
１．２１８４
１．２３８２
１．２６０４
１．２６４０
１．２６０１
１．３２８２
１．５２６４
１．５４２９
１．５４６１
１．２６０１
１．０８０６
１．０３８４
１．０５９１
１．０６３０
平均寿命
（死亡中位）
平成１７(2005)
平成２２(2010)
平成４２(2030)
平成６２(2050)
平成６７(2055)
平成７２(2060)
男
７９．６４
８１．９５
８３．５５
８３．８８
８４．１９
女
８６．３９
８８．６８
９０．２９
９０．６２
９０．９３
男
７８．５３
７９．５１
８１．８８
８３．３７
８３．６７
女
８５．４９
８６．４１
８８．６６
９０．０７
９０．３４
総人口 平成１７(2005)
平成２２(2010)
平成４２(2030)
平成６２(2050)
平成６７(2055)
平成７２(2060)
１２８，０５７
１１６，６１８
９７，０７６
９１，９３３
８６，７３７
１２８，０５７
１１９，２４３
１０２，９１５
９８，７９７
９４，６００
１２８，０５７
１１４，１６６
９１，８６６
８５，９３３
７９，９７２
１２７，７６８
１２７，１７６
１１５，２２４
９５，１５２
８９，９３０
１２７，７６８
１２７，４６３
１１８，３４７
１０１，９４７
９７，７７５
１２７，７６８
１２６，８２９
１１２，５７８
８９，９６６
８４，１０６
０～１４歳 平成１７(2005) １７，５８５
１３．８
１７，５８５
１３．８
１７，５８５
１３．８
平成２２(2010) １６，８３９
１３．１
１６，８３９
１３．１
１６，８３９
１３．１
１６，４７９
１３．０
１６，７６６
１３．２
１６，１３２
１２．７
平成４２(2030) １２，０３９
１０．３
１４，３２０
１２．０
９，９８８
８．７
１１，１５０
９．７
１３，４７７
１１．４
９，４２０
８．４
平成６２(2050) ９，３８７
９．７
１１，８６８
１１．５
７，２９９
７．９
８，２１４
８．６
１１，０９４
１０．９
６，２２４
６．９
平成６７(2055) ８，６１４
９．４
１１，３９７
１１．５
６，３８１
７．４
７，５１６
８．４
１０，５７９
１０．８
５，５１０
６．６
平成７２(2060) ７，９１２
９．１
１０，８６５
１１．５
５，６１７
７．０
１５～６４歳 平成１７(2005) ８４，４２２
６６．１
８４，４２２
６６．１
８４，４２２
６６．１
平成２２(2010) ８１，７３５
６３．８
８１，７３５
６３．８
８１，７３５
６３．８
８１，２８５
６３．９
８１，２８５
６３．８
８１，２８５
６４．１
平成４２(2030) ６７，７３０
５８．１
６８，０７３
５７．１
６７，３２８
５９．０
６７，４０４
５８．５
６８，２００
５７．６
６６，４８８
５９．１
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には１億人を割って９，９１３万人となり，平成７２(2060)年には８，６７４万
人になる。なお，出生高位・死亡中位のケースでは，総人口が１億人を
割るのが平成６６(2054) 年になり，平成７２(2060) 年に９，４６０万人になる。
出生低位・死亡中位のケースでは１億人を割るのは平成５６(2044) 年に
なり，平成７２(2060) 年には７，９９７万人にまで減少する。
（２） 年齢３区分人口は，出生数（日本人）が昭和４８年 (1973) 年の２０９万
平成６２(2050) ５０，０１３
５１．５
５３，３７１
５１．９
４６，８９１
５１．０
４９，２９７
５１．８
５３，２１２
５２．２
４６，１０１
５１．２
平成６７(2055) ４７，０６３
５１．２
５１，１４３
５１．８
４３，２９５
５０．４
４５，９５１
５１．１
５０，７３３
５１．９
４２，１３３
５０．１
平成７２(2060) ４４，１８３
５０．９
４９，０９３
５１．９
３９，７１３
４９．７
６５歳以上 平成１７(2005) ２５，７６１
２０．２
２５，７６１
２０．２
２５，７６１
２０．２
平成２２(2010) ２９，４８４
２３．０
２９，４８４
２３．０
２９，４８４
２３．０
２９，４１２
２３．１
２９，４１２
２３．１
２９，４１２
２３．２
平成４２(2030) ３６，８４９
３１．６
３６，８４９
３０．９
３６，８４９
３２．３
３６，６７０
３１．８
３６，６７０
３１．０
３６，６７０
３２．６
平成６２(2050) ３７，６７６
３８．８
３７，６７６
３６．６
３７，６７６
４１．０
３７，６４１
３９．６
３７，６４１
３６．９
３７，６４１
４１．８
平成６７(2055) ３６，２５７
３９．４
３６，２５７
３６．７
３６，２５７
４２．２
３６，４６３
４０．５
３６，４６３
３７．３
３６，４６３
４３．４
平成７２(2060) ３４，６４２
３９．９
３４，６４２
３６．６
３４，６４２
４３．３
注
（１） 人口動態統計と同定義に基づく合計特殊出生率。死亡中位推計による。
すなわち，日本人女性の出生のほか，外国籍女性が生んだ日本国籍児（日本人を父とする）
を含めて算出される率。
（２） 平均寿命は，死亡中位の場合の出生時の平均余命（単位：年）。
ただし，合計特殊出生率と平均寿命の平成２４年推計の平成２２(2010) 年，平成１８年推計の
平成１７(2005) 年は実績値。
（３） 総人口および年齢３区分別人口の上段は各年１０月１日現在の人口（単位：千人），下段は構
成比（単位：％）。
ただし，平成２４年推計の平成２２(2010) 年および平成１８年推計の平成１７(2005 )年は，総務
省統計局『平成２２年国勢調査による基準人口』（国籍・年齢「不詳人口」を按分補正した人口）
による。
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人から平成２２(2010) 年の１０７万人まで減少してきた結果，１９８０年代初
めの２，７００万人規模から平成２２(2010) 年国勢調査の１，６８４万人まで減
少してきた年少（０－１４歳）人口（外国人を含む総人口）は，出生中位・死
亡中位推計では平成２７(2015) 年に１，５００万人台へと減少する。その後
も減少が続き，平成５８(2046) 年には１，０００万人を割り，平成７２(2060)
年には７９１万人の規模になる。総人口に占める割合は，平成２２(2010)
年の１３．１％から減少を続け，平成３７(2025) 年に１１．０％となった後，
平成５６(2044) 年に１０％台を割り，平成７２(2060) 年には９．１％になる。
なお，出生率の仮定が違っても，年少人口は傾向する。出生高位・死
亡中位推計においても，年少人口はやや緩やかであるが減少し，平成
７２(2060) 年には１，０８７万人（総人口に占める割合は１１．５％）になる。出生
低位・死亡中位推計では，年少人口はより急速に減少し，平成４２(2030)
年に１，０００万人を割り，平成７２(2060) 年には５６２万人（同７．０％）とな
る。
（３） 生産年齢（１５－６４歳）人口は太平洋戦争後一貫して増加を続け，平
成７(1995) 年国勢調査では８，７２６万人に達したが，その後減少局面に入
り，平成２２(2010) 年国勢調査にでは８，１７３万人（総人口に占める割合は
６３．８％）であった。今後も減少し続け，出生中位・死亡中位推計では，
平成２５(2013) 年に８，０００万人，平成３９(2027) 年には７，０００万人を割り，
平成６３(2051) 年には５，０００万人を割り，平成７２(2060) 年には４，４１８万
人（同５０．９％）となる。
出生高位・死亡中位推計ならびに出生低位・死亡中位推計でも，生産
年齢人口は平成３７(2025) 年までは出生中位・死亡中位推計と同一であ
る。その後の出生仮定による違いをみると，出生高位推計では生産年齢
人口の減少のペースはやや遅く，平成７０(2058) 年に５，０００万人を割り，
平成７２(2060) 年には４，９０９万人（人口割合５１．９％，出生中位推計より１ポ
イント高い）となる。出生低位推計では，生産年齢人口はより速いペース
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で減少し，平成５９(2047) 年に５，０００万人を割り，平成７２(2060) 年には
４，０００万人をも割り込んで，３，９７１万人となるが，その後の減少は年少
人口の急速な減少のために一定の期間は相対的に緩やかとなる。しかし，
平成３０(2018) 年に６０％台を割った後，減少は加速し，平成７２(2060)
年には４９．７％（中位推計より１．２ポイント低い）となる。
（４） 死亡仮定が同一の場合，老年（６５歳以上）人口の推移は，５０年間の
推計期間を通して出生３仮定で同一となる。すなわち，老年人口は平成
２２(2010) 年の２，９４８万人（老年人口割合２３．０％）から，団塊世代が６５歳
以上になり始める平成２４(2012) 年に３，０００万人を上回り，平成３２
(2020) 年には３，６１２万人へと増加する。その後しばらくは緩やかな増加
期となるが，平成４５(2033) 年に３，７０１万人となった後，第２次ベビー
ブーム世代が老年人口に入った後の平成５４(2042) 年に３，８７８万人でピ
ークを迎えた後，一貫した減少に転じ，平成７２(2060) 年には３，４６４万
人となる。
老年人口割合は，出生中位・死亡中位推計では，平成２５(2013) 年に
は２５．１－２％で４人に１人を上回り，その後平成４７(2035) 年に３３．４％
で３人に１人を上回り，５０年後の平成７２(2060) 年には３９．９％，すなわ
ち２．５人に１人が老年人口となる。
なお，出生高位・死亡中位推計では，平成４９(2037) 年に３３．３％で３
人に１人となり，平成７２(2060) 年には３６．６％，すなわち２．７人に１人
が老年人口となる。出生低位・死亡中位推計では，平成４５(2033) 年に
３３．３％で３人に１人となり，平成７２(2060) 年には４３．３％，すなわち２．３
人に１人が老年人口となる。上で見たように，老年人口自体の増加は平
成３２(2020) 年頃より減速し，平成５４(2042) 年をピークにその後減少す
るにも関わらず，出生中位，出生低位のケースにおいて，老年人口割合
は平成７２(2060) 年まで増加を続けるのは，年少人口，ならびに生産年
齢人口の減少が続くことによる相対的な増大が続くからである。
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出生高位と出生低位の推計結果を比較すると，出生水準の違いによる
将来の高齢化の程度の差は，平成４２(2030) 年には１．４ポイントの差（出
生低位３２．３％，出生高位３０．９％）があるが，この差はその後更に拡大し，
平成７２(2060) 年には６．７ポイント（出生低位４３．３％，出生高位３６．６％）に
なる。
（５） 生産年齢人口の扶養負担の程度を表すと考えられる従属人口指数
（生産年齢人口に対する年少人口と老年人口の割合）は，生産年齢人口の縮小
傾向のもとで，平成２２(2010) 年現在の５６．７から平成４９(2037) 年に
８０．０に上昇し，その後平成７２(2060) 年に９６．３に達する。
出生高位推計においては，出生中位推計に比べて当初これより高く推
移するが，平成５６(2044) 年以降は逆転し，平成７２(2060) 年には９２．７
となる。逆に出生低位推計における従属人口指数は，当初出生中位推計
の同指標より低く推移するが，平成５５(2043) 年に逆転し，平成７２(2060)
年には１０１．４に達する。
このように，平成２１(2009) 年財政検証の人口前提とされた『日本の将
来推計人口（平成１８年１２月推計）』に比べて，『日本の将来推計人口（平成
２４年１月推計）』は，一層の人口減少と更なる人口高齢化の進展を示してい
る。
生産年齢人口は，平成２２(2010) 年を除き，平成２７(2015) 以降，平成
２４年推計が平成１８年推計を上回るのに対して，老年人口は平成２２(2010)
年から平成６２(2050) 年まで平成２４年推計が平成１８年推計を下回る。生
産年齢人口を現役世代の年金加入者層，老年人口を年金受給者層と大雑把
に考えれば，将来推計人口の平成１８年推計から平成２４年推計への変更は，
年金財政をより厳しいものにする。しかし，その変動は概ね１％程度であ
り，大きくはない。
平成２１(2009) 年財政検証は，最低５０％の所得代替率を維持しながら，
保険料（率）ではなく，所得代替率の改定を通じて，公的年金を財政的に
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持続可能なものにすると言うマクロ経済スライド調整を取り入れた平成
１６(2004) 年改正の後の最初の財政検証である。そしてこの財政検証では，
出生中位・死亡中位のケースについて，所得代替率が５０．１％になること
を示し，５０％を下限とすると言う条件が辛うじて満されることを検証し
た。
しかし，「平成２１(2009) 年財政検証」の経済前提は過度に楽観的であっ
た上，将来人口の「平成２４(2012) 年１月推計」が公表された現在となっ
ては，「平成１８(2006) 年１２月推計」に基づく人口前提も楽観的であると
言わざるを得ない。人口前提を平成２４年推計に基づくものに変更すると，
所得代替率が５０％を割り込むことは明白である。とりわけ，出生率に関
する前提が出生中位から出生低位に代わると，所得代替率は２－４ポイン
ト程度低下しよう。すなわち，所得代替率は４６％程度まで下がる可能性
がある。
7. 財政検証の評価とまとめ
平成２１(2009) 年財政検証の経済前提は，民間調査機関（日経センター）
の見通し等と比較して，過度に楽観的であり，年金財政の正しいリスク評
価とは言えない。また，人口構造についても，高齢化が一層進んでいるこ
とが明らかになっている。第５節，第６節のシミュレーション結果は，マ
クロ経済スライド調整を通じて，現在６０％程度の所得代替率が下限とさ
れる５０％を上回る水準を維持出来ると言う財政検証結果は，過度に楽観
的過ぎる経済前提と楽観的な人口前提によるものであることを示している。
これらの前提を少し保守的な（すなわち，より現実的な）ものに変更すると，
最低限５０％と言う所得代替率を維持するのは多くのケースで困難になる。
「１００年安心」と言う平成１６(2004) 年制度改革の謳い文句は虚しく聞こえ
る。また，希望的な経済前提が仮令実現するとしても，辛うじて５０％と
言う所得代替率では，公的年金が「老後生活の経済的主柱」である時代は
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終わったと言えよう。
マクロ経済スライド調整と言う制度の下では，所得代替率に下限を設け
ないならば，年金財政の破綻はない。この意味で，少なくとも平成１１７
(2105) 年までの期間で，年金財政を均衡させることは十分可能である。し
かし，年金財政の破綻さえ回避出来ればよいと言う考えは適切ではなく，
所得代替率５０％が正しい水準であるどうかは別として，やはり適切な給
付水準の下限を設ける必要がある。
この点に関して，考慮するべきは生活保護との関係である。生活保護と
は，経済的に困窮する国民に対して最低限度の生活を保証するため，国や
自治体が保護費を支給する制度であり，生活扶助，教育扶助，住宅扶助，
医療扶助，介護扶助，出産扶助，生業扶助，葬祭扶助の１つあるいは複数
が，要保護者の年齢，性別，健康状態，居住地（地域の生活様式や物価等を
考慮した６段階の級地区分）等その個人または世帯の生活状況の相違を考慮
して給付される。
生活保護受給者は，平成２４(2012) 年１月時点の全国で２０９万１，９０２人
と，過去最高を記録して話題となった。統計史上最高であった第２次世界
大戦後の混乱期の昭和２６(1951) 年度の２０４万６，６４６人（月平均）を上回っ
たからである４）。生活保護の受給者数は，戦後の混乱が落ち着き，昭和２０
年代後半から経済成長が始まるに連れて次第に減少し，平成７(1995) 年に
は８８万２，２２９人にまで低下していた。しかし，バブル経済崩壊後の長引
く不況により，その後は増加に転じ，平成１１(1999) 年に再び１００万人を
突破，高齢化や不況，リストラや雇用の非正規化に伴う失業などにより，
受給者数は更に増え続けて，２０１１年（平成２３年）３月には２００万人を突破
していた。
被保護世帯を，高齢者世帯，障害者世帯，傷病者世帯，母子世帯，父子
４） 直近の数値は，２１３万３，９０５人（平成２４(2012) 年９月の速報値，厚生労働
省，同年１２月発表）と更に増加している。
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世帯，その他の生活困窮世帯の世帯類型別に見ると，高齢者世帯（世帯主
が６０歳以上）が趨勢的に増加しており，昭和５５(1980) 年度には全体の
３０．２％であったものが，平成１８(2006) 年度には５０．２％と半数を占める
ようになった。最近，問題視されているのは，年金よりも生活保護の方が
得になる場合があることである。４０年間，真面目に働いて，きちんと保
険料を納めてきた人の受け取る国民年金が月額約６万６，０００円であるのに
対して，生活保護は，非保護者の年齢，性別，健康状態，居住地（地域の
生活様式や物価等を考慮した６段階の級地区分），世帯状況にもよるが，月額
１０－１５万円支給される。更に，生活保護を受けている間は，原則として
医療費や介護費，家賃は無料である上，NHK 受信料，住民税等も免除さ
れ，JR 運賃や光熱水費も減額される。年金保険料を納めなければならな
い被保険者であった期間に保険料を払わずにきた人が最終的に生活保護を
受けて，年金保険料をきちんと納めてきた人の実質的に２倍以上の収入を
得ると言う実情はやはりおかしい。所得代替率の下限を検討する際には，
生活保護費の水準に配慮する必要がある。
また，平成２０(2008) 年９月のリーマンショック後の世界同時不況によ
る雇用環境の悪化で，失業による生活保護受給も増加中である。特に，２０
代，３０代の若年層の間に，生活保護受給者が増えていることが目立つ。
正社員並み，あるいは正社員としてフルタイムで働いても年収２００万円以
下の人々は「ワーキングプア層」と呼ばれる。年収２００万円は月収にする
と約１７万円である。ワーキングプア層が家賃，税金，社会保険料などを
支払えば，生活保護受給者に比べて可処分所得が下回ってしまう。このよ
うに生活保護を受ける方が得であることが分かれば，働かずに生活保護を
受けようとする低所得者層が当然出てくる。このような動きは，個々人の
視点からは合理的な判断であると認めざるを得ないが，賦課方式の公的年
金制度の根底を覆し，持続可能性を損なうことになる。全ての国民に対し
て老後の生活資金を確保することは，国の最も重要な政策課題の１つであ
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るので，セーフティネットとしての生活保護の在り方を公的年金制度と関
連付けて検討する必要がある。
公的年金制度はそれが完全積立方式で運営されない限り，引退した世代
に対する給付は主として現役世代の負担によって支えられる。すなわち，
積立方式では制度の持続可能性の問題は起こらない。しかし，積立方式に
は，インフレや生活水準の向上による生活費の増加と言うリスクに弱いと
言う欠点があるので，賦課方式が駄目なら積立方式に戻れば良いと言う話
ではない。賦課方式の年金制度を持続可能なものにするためには，給付も
負担も適切な水準に設定されることが必要である。この機会に，老後生活
資金のうち公的年金で賄うべき割合や公的年金が最低限確保すべき金額を
社会として問い直すことが重要である。公的年金はどこまで支払うか，私
的年金をどこまで用意するかを検討しなければならない。これは，公的年
金と私的年金の役割分担を明らかすることであり，その上で，必要な制度
が未だないとなれば，早急に設計しなければならない。
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